
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．はじめに 

（１）背景と目的 

 東日本大震災を起因とする一時的な電力供給の停止により，大

規模集約型のエネルギー供給にすべてを依存することのリスクが

顕在化した。新妻（2011）は地域のエネルギーを可能な限り利用

するシステムとしてEIMY（Energy In My Yard）という概念を

提案し,地域内でエネルギーを自給する必要性を唱えている 1)。 

国土の約7割を森林が占める日本において，エネルギー自給に

資する再生可能エネルギーのひとつに，木質バイオマスエネルギ

ーがある。2002年のバイオマス・ニッポン総合戦略以降，大規模

なバイオマス発電や，チップボイラ，ペレットボイラによる熱供

給等の事例が各所でみられるようになってきたが，中でも近年着

目されている利用に，薪ストーブによる熱供給がある 2）。薪は旧

薪炭林である里山で日常的に調達されていた資源であり，生産に

高度な技術や機械を必要としないため，木質バイオマスの中では

最も生産が容易である。従って，薪ストーブ利用者自らが薪を生

産することも可能であり，自宅近隣の森林資源が活用できれば，

オンサイトで自給可能な身近なバイオマスエネルギーとなる。一

方，薪ストーブについても，近年は燃焼効率が上昇するなど高性

能化が顕著であり 2)，その導入数も増加傾向にある 3)。  
このような状況から，薪による熱供給は，前時代的なエネルギ

ー利用ではなく，小規模な範囲における地域内エネルギー自給の

一手段として再評価すべき段階に来ていると考えられる。薪の供

給を目的に身近な里山が管理されるのであれば，それは里山の管

理再生の方法としても最も正攻法であるとも言える。 

 木質バイオマスのエネルギー利用については，発電やボイラに

よる熱供給について多くの研究蓄積がある 4)。その一方で薪につ

いては，大方の使用量とCO2削減効果の推定 5)，集落を対象とし

た生産システムの実態解明 6)等が行われているが，事例も少なく，

異なる知見の蓄積が必要である。特に，エネルギー利用の観点か

ら，特定の地域を対象として精緻に実態解明を行った研究はない。 

一方，里山の管理再生の観点から，地域に賦存する木質バイオマ

スの評価を行った研究は存在するが 7),8),9)，ポテンシャルの推定に

留まっており，実態に基づく議論が不足している。 

 以上より，本研究では,薪によるエネルギー利用が活発に行われ

ている長野県伊那市を対象に，その実態を精緻に解明し，得られ

た知見に基づき，地域のエネルギー自給と里山管理再生の可能性

を議論することを目的とする。 

（２）対象地 

伊那市 西箕輪地区 

図－1 長野県伊那市と西箕輪地区の概況（背景：Bing Map） 

 長野県伊那市は県南部，天竜川沿いの盆地に開けた中小都市で

ある（図－1）。2006 年に近隣の高遠町,長谷村と合併し,人口は

2013 年 4 月現在で 70,579 人,世帯数は 26,714 世帯,面積は

667.81 km2である 10)。2010年農林業センサスによると，林野面

積は523.2 km2であり 11)，市域の78%を占める。標高は最高地点

で3052 m，最低地点で590 mであり 10)，冬季（12月～3月）の

平均気温は1.1 ℃と寒冷である 12)。伊那市を含む上伊那地方では，

古くから薪ストーブが暖房用に用いられてきたが，近年では戸建

住宅の新築時に外国産の高級薪ストーブを導入する事例が増えて

おり，ストーブの販売代理店や専用設計を得意とする工務店も多
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く立地している。 

 本研究では実態把握のためアンケート調査を行うが，その対象

地区を伊那市西箕輪地区に設定した。西箕輪地区は農地や果樹園

を主な土地利用とする田園地帯であり，市北西部の段丘面上方の

扇状地部分に位置している（図－1）。2010 年 4 月時点の人口は

6,455人,世帯数が2,500世帯である 13)。市内の他の地区と比較し

ても，同地区では薪ストーブが多く導入されており，近隣に薪の

供給源となりうる里山（平地林）も分布しているため，実態調査

を行うにあたり適切だと判断した。 

２．方法 

（１）アンケート調査の概要 

本研究のデータは主にアンケート調査により取得し，補足的に

ヒアリング調査を行った。アンケート調査の主項目は，①薪の使

用量，②薪の調達方法，③薪の調達範囲の3つである。薪の調達

範囲は，事前に数名の薪ストーブ利用者にヒアリングを行い，概

ねの範囲を確かめた後，その範囲が含まれる地図（1/25000 地形

図を基礎とした）を作成してアンケート調査票に同封し，地図上

に調達場所の記入を求めた。配布先は，西箕輪地区をくまなく踏

査し，同地区における薪ストーブ導入家屋を家屋外観の煙突の有

無および形状により目視で確認することにより決定し 14)，総計

178戸とした。配布は2013年7月30日〜8月5日に現地にて直

接訪問して行い，2 度訪問して不在の場合は自宅のポストへ依頼

状とともに投函した。回答期限を8月12日，回収期限を8月31
日とし，回収数は100，回収率は56％であった。

（２）薪の使用量 

薪の使用量に関しては，精緻に量を把握するため，薪ストーブ

を使い始める月，最も使う期間，使い終わりの月の3時期に区分

し，さらに休日，平日の別に，一日の薪の使用本数，薪ストーブ

利用日数をアンケート調査で尋ねた。薪については，広葉樹，針

葉樹の割合および主要な樹種も尋ねた。得られた値から，薪使用

本数を年間，月別に集計した。

（３）エネルギー自給，里山管理再生からの評価 

 次に，エネルギー自給の観点から，薪の使用量を評価するため，

本数で得られた値を，乾燥重量，材積，熱量に単位変換した。得

られた値をもとに，薪によるエネルギー自給の経済性の検討，一

般的な暖房との熱量比較，灯油代替率の推定を行った。さらに，

バイオマス成長量を薪の年間供給可能量とした上で，薪の需要に

対して必要とされる里山の面積を推定した。これより，薪の調達

という観点から，里山管理の再生について検討した。

乾燥重量への単位変換には，薪1本あたりの乾燥重量の平均値

が必要である。そこで，薪1本あたりの生重量を，広葉樹，カラ

マツ，アカマツの別に現地で100本ずつ実測し，各5本のサンプ

ルを持ち帰り乾燥機で乾燥させ（80℃，3日間），生乾重量比を求

めて乗じることにより，1 本あたりの乾燥重量を広葉樹，針葉樹

（カラマツ，アカマツの平均値）の別で求めた。乾燥重量から材

積への変換には，容積密度数の逆数（広葉樹：1.603，針葉樹：

2.339）を用い 15)，乾燥重量から熱量の変換には，既往研究の値

（広葉樹：4,760.5 kcal/kg，針葉樹：5,144.5 kcal/kg）16)を用い

た。熱量については，薪ストーブによる熱放射量を求めるため，

得られた値に薪ストーブの平均燃焼効率74% 17)を乗じた。

（４）薪の調達方法と範囲 

 薪の調達方法に関しては，アンケート調査で薪の購入の有無を

尋ねたのち，購入している場合は購入先，そうでない場合は調達

手段を尋ねた。薪を購入せず自己調達している場合は，地図に調

達場所の記載を求めた。地図上で得られた情報を地理情報システ

ム（ArcGIS10.1）を用いて処理し，調達範囲を視覚的に示した。 

また，調達の詳細を理解するため，薪の主要な購入先のひとつ

であった薪ストーブ販売店「株式会社DLD（以下DLD）」，およ

び薪調達の支援を行っている伊那市農林部耕地林務課に対して，

ヒアリング調査を行った（DLD：2012/10/6，11/14，2013/9/11，
計6時間。伊那市：2013/7/11，9/10，計3時間）。

３． 結果と考察 

（１）薪の使用量 
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図－2 月別薪使用本数（左）および年間薪使用本数（右）（N=80） 

月別薪使用本数の合計値と，住戸別年間薪使用本数のヒストグ

ラムを図－2に示した。回答者100名のうち，20名は本数ではな

く「束」や「コンテナ」で回答したため，薪の本数に関わる質問

の有効回答数は80となった。薪ストーブの使用は10月に開始さ

れ，1 月がピークとなり，4 月ごろには終了する。一方，住戸別

年間薪使用本数のヒストグラムは，概ね正規分布の形状をとった。

年間薪使用本数の平均値は 2,544 本／戸であり，1 日当たりの平

均にすると，12.1本／日であった。 
（２）エネルギー自給，里山管理再生からの評価 

表－1 薪使用本数，乾燥重量，材積，およびエネルギー量 

項目 西箕輪地区

回答者平均

(N=80) 

西箕輪地区

推定値

(N=178) 

伊那市

推定値

(N=1,072) 
薪使用本数 2,544 

本 / 年
452,800 

本 / 年 
2,727,000 

本 / 年
乾燥重量 3,202 

dry-kg / 年
570,000 

dry-kg / 年 
3,433 

dry-t / 年
材積 6.31 

㎥ / 年
1,123 

㎥ / 年 
6,764 

㎥ / 年
エネルギー量 49,120 

MJ / 年
8,743 

GJ / 年 
52,660 

GJ / 年

本数で集計された薪使用量を，乾燥重量，材積，エネルギーに

換算した。その際，西箕輪地区回答者平均を原単位として，西箕

輪地区全域，伊那市全域の値を推定した （表－1）。伊那市にお

ける薪ストーブ導入戸数は，2007年の調査で812戸であった18)。

本研究の調査との比較から，西箕輪地区における増加率は32%と

算出されるため，伊那市全域も同様の増加率であると仮定し，薪

ストーブ導入戸数を1,072戸と見積もった。

まず西箕輪地区回答者平均について議論する。年間薪使用本数

2,544本は，薪の市場価格を1本34円とすると 19)，86,496円相

当となる。一方，長野県の戸建住宅における年間暖房消費量の推

定値は22,271 MJ（1995年〜2011年平均。暖房に使用された電

気，ガス，灯油の総エネルギー量）20)である。各エネルギーの内

訳は示されていないため，灯油（単価 89 円/L21））で代表させて

試算すると，約 54,009 円相当となった。薪の調達費用は化石資

源と比較して約1.6倍になり，決して低コストではない。

乾燥重量変換値は3,202 dry-kg，材積変換値は6.31 ㎥，エネ
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ルギー変換値は49,120 MJとなった。薪販売業者へのヒアリング

によると，伊那市内で薪の加工用に取引されている間伐材の幹材

積は概ね0.545 ㎥／本 22)であり，材積値の6.31 ㎥は，間伐材約

12 本分に相当する。仮にこの材を半分程度無料で調達できれば，

燃料調達の経済性は化石資源と比べ優位になる。

薪ストーブ使用時の年間エネルギー量49,120 MJは，長野県の

戸建住宅における年間暖房消費量 22,271 MJ に灯油ストーブの

燃焼効率86%23)を乗じた値，19,153 MJに対しおよそ2.56倍であ

った。薪ストーブは，輻射熱によってゆっくりと家屋全体を暖め

る暖房器具であり，使用していない部屋にも暖房効果をもたらす。

また使用の際は基本的に長時間運転する。これらが豊富な熱の発

生要因であり，質の高い暖房につながっていると考えられる。

続いて，伊那市全域の推定値を議論する。伊那市全域では年間

で約273万本の薪が使用されていると推定され，乾燥重量換算で

3,433 dry-t，材積換算で6,764 ㎥であった。ここで，里山管理の

再生可能性を議論するため，この薪を里山から供給すると仮定し

た際に必要となる里山の面積を推定する。里山の中でも管理が容

易であり，アクセスもよいと考えられる段丘面の平地林を検討の

対象とし，土地条件図および現存植生図から抽出を行うと，面積

は1,221 ha，樹種はアカマツ（73%），カラマツ（4%），スギ・ヒ

ノキ等（2%），その他広葉樹（21%）となった 24)。伊那市を含む信

州地域においては，マツ林を薪炭林として利用していた歴史があ

るため 25)，マツ林も含めてすべての平地林から薪を得ることを仮

定し，その年間最大取得可能量を樹種別の年間成長量から予測し

た結果，年間約 2,798 ㎥（2.3 ㎥/ha）となった 26)。一方で薪の

需要は年間6,764 ㎥であるため，これを得るためには平地林が約

2,941 ha必要となる。従って，薪の需要は伊那市の平地林（1,221 
ha）の管理には既に十分な量であり，集落の裏山等の山麓斜面部

の里山に対しても管理を促進しうるものだと考えられた。

熱量変換の値は 52,660GJ であり，薪ストーブの燃焼効率 74%
を加味しない，薪そのものの熱量では71,162 GJとなる。これは

灯油約1,939 kl分に相当する。一方長野県の１世帯の年間灯油消

費量は約 893 l（給湯用を含む）27)であり，伊那市の総世帯数は

26,714世帯であるため，伊那市における一般家庭の灯油消費量を

約23,856 klと見積もることができる。これらより，伊那市にお

いては，家庭用に消費されている灯油に対して約8.1%のエネルギ

ーが，薪により代替されていると推定できる。 

（３）薪の調達方法と範囲 
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図－3 薪の調達方法 

薪の調達方法を図－3 にまとめた。全量を購入に拠っているの

は回答者の23%にすぎず，55%がすべて自己調達，19%が一部を自

己調達していた。先に検討したように薪の燃料費は年間約9万円

と高額であるが，薪ストーブ利用者は極力薪の自己調達を行うよ

うに努めており，経済的負担が軽減されていると考えられる。

自己調達については，「知り合いから譲ってもらう（36%）」「薪

作りグループに参加（16%）」「自分の森・庭から切ってくる（15%）」
等の回答が得られた。31%を占めた「その他」の解答例は，「地元

森林組合の手伝い」「建設会社の廃材」等である。調達の実態とし

て，果樹剪定枝や庭木，廃材等を活用する場合も多く，近隣の里

山の管理促進に加えて，廃棄物系バイオマスの有効活用にも寄与

している側面がある。

16%を占めた「薪作りグループに参加」について補足する。薪

作りグループとは，薪ストーブ利用者による組織であり，メンバ

ーは行政の仲介によって確保された伐採場所に定期的に赴き，樹

木を伐採し，薪に加工している。伊那市が支援している薪作りグ

ループとして「伊那市フォレスター倶楽部（2009年設立，現会員

75 名）」があり，月に 1 回の活動に約 15～20 名程度が参加し，

市が管理するますみヶ丘平地林（68 ha）やその他民有林の間伐

を行っている 28)。こうした活動は，薪ストーブ利用者自身が近隣

里山の管理を促進し，自伐によるオンサイト型のバイオマスエネ

ルギー利用を実現する有効な取り組みのひとつだと評価できる。

下記図－4 に示したように，これら薪の自己調達の範囲は，西

箕輪地区から概ね4 km圏内におさまっており，自宅から自動車

で 10 分程度といったような小規模な範囲から薪が調達されてい

ることを確認した。

4km 8km 12km

図－4 薪の自己調達の範囲（グレーの範囲が西箕輪地区。白枠は

伊那市の行政界。背景にBing Mapを使用） 

薪の購入については，「薪ストーブ販売店から購入（31%）」「森

林組合等の林業事業者から購入（13%）」等の回答が得られた。伊

那市内の薪ストーブ販売店のうち，DLD は全国的にも類を見ない

「薪の宅配サービス」を提供している。薪の宅配サービスとは250
円/束（約 40 円/本。樹種はアカマツ，カラマツ）19)で薪の配達

を定期的に行うサービスであり，利用者は代金さえ支払えば薪の

調達に対して憂慮する必要がない。「薪ストーブ販売店から購入」

と答えた回答者14人のうち，5人が同サービスの利用者であった。 
DLD に集められている薪加工用の丸太は，年間 2,500〜3,000 

㎥ 19)にもなり，ほぼ全量が伊那市周囲の上伊那地域の森林から伐

採されたものである。こうしたサービスは，オンサイト型のバイ

オマスエネルギー利用というよりはむしろ，伊那市およびその近

隣自治体といったローカルな範囲でのエネルギー利用の促進に貢

献している。また，ある程度の規模で薪を扱っているため，供給

の安定性が確保されており，比較的に不安定だと考えられるオン

サイト型の薪調達を補完するものとしても捉えられる。 

実態として，薪ストーブ利用者は個々の事情に応じて薪の調達

手段を使い分け，その手段が複数確保されている点が，伊那市内

で薪ストーブ導入率が高い理由のひとつであるとも考えられる。 

４． まとめと展望 

 本研究では，長野県伊那市を対象として，薪による小規模バイ

オマスエネルギー利用の実態を解明し，地域のエネルギー自給，

里山管理再生の可能性を議論した。  
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 薪によるバイオマスエネルギー利用は，前時代的であるか，一

部の趣味的な薪ストーブ利用者によるものであるというのが一般

的な理解だと考えられる。しかし本研究により，伊那市のような

先進地域では，約6,764 ㎥の薪が1年で消費されていると推定さ

れ，家庭用灯油消費量においても，その約8.1%程度が薪により代

替されている可能性が示された。日本においては一次エネルギー

に占める再生可能エネルギー（水力，風力，太陽光，地熱，バイ

オマス）の供給率が 3.1％であるため 29)，8.1%という値は評価に

値すると考えられる。従来は，大規模にバイオマス発電や熱利用

を行うことによってはじめて，意味のある量の化石燃料が代替さ

れるといった考えが通例であったと思われるが，本研究から，小

規模分散型の家庭用バイオマスエネルギーであっても，数を積み

上げれば化石燃料の代替へ貢献できる可能性が示された。 

 薪の調達については，自宅から4 km程度の範囲からの自己調

達を中心としたオンサイト型の調達と，伊那市およびその近隣自

治体といったローカルな範囲からの購入を中心とした集約的な調

達とが重なり合っていた。これは自己調達による経済性の向上と，

購入による安定的な供給とを両立できる仕組みだと考えられ，他

の地域における取組みにも参考になる。 
 造園学会誌においても第 76 巻 3 号にて特集「自然エネルギー

とランドスケープ」が編纂されたように，地域のランドスケープ

と自然エネルギー利用との関係性のデザインは，とりわけ東日本

大震災以降，社会に強く求められているものである。本研究で明

らかにされた「薪作りグループ」の活動は，エネルギーの利用者

自らが地域のランドスケープ管理に関わるプログラムであり，い

わば現代版の里山再生とも言え，上記デザインのひとつの例とし

て特筆することができる。その一方で，こうした取り組みを地域

のランドスケープの本格的な再生へつなげるためには，例えば地

域材の利用推進や，合理的な伐採・収集システム等を基調とした

地域の林業再生も併せて行う必要がある。 
 本研究では，伊那市の事例の成立要因や適用範囲について，十

分な議論を行うことができなかった。他地域への適用可能性を考

えるには，これらを丹念に追う必要があるだろう。今後の重要な

課題としたい。 
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